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道内景気は、下げ止まりの動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品等が前年実績を上回るほか、自動車販売の減少幅

が縮小している。住宅投資は、駆け込み需要の反動減から、持家を中心に前年を下回ってい

る。設備投資は、基調としてはゆるやかに持ち直している。公共投資は、年度累計では前年

を下回っている。観光は、国内客、海外客ともに増加している。輸出は、アジアや北米向け

などが増加している。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも減少している。
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～６か月ぶりに減少

１２月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比▲０．７％）は、６か月ぶりに前年を下

回った。

百貨店（前年比▲２．６％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他の品目のすべて

で前年を下回った。スーパー（同▲０．１％）

は、飲食料品が前年を上回ったが、衣料品、

身の回り品、その他の品目が前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋３．９％）

は、１５か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～９か月連続で減少

１２月の乗用車新車登録台数は、１２，４０５台

（前年比▲０．９％）と９か月連続で前年を下

回った。車種別では、軽自動車（同＋７．５％）、

小型車（同＋０．４％）が増加したが、普通車

（同▲１３．８％）が減少した。

４～１２月累計では、１２８，７１６台（前年比

▲６．４％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲４．６％）、小型車（同▲１０．１％）、

軽乗用車（同▲４．２％）いずれも前年を下

回っている。
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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③札幌ドーム来場者～３か月ぶりに増加

１２月の札幌ドームへの来場者数は１９５千人

（暫定値、前年比＋１５７．６％）と３か月ぶりに

前年を上回った。プロ野球、プロサッカーと

も試合開催は無かった。大規模イベントの開

催が増加し、その他が１９５千人（同＋１５７．６％）

だった。

④住宅投資～２か月ぶりに減少

１２月の新設住宅着工戸数は、２，７３４戸（前

年比▲２３．１％）と２か月ぶりに前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲３５．７％）、

分譲（同▲４９．１％）、貸家（同▲７．８％）いず

れも減少した。

４～１２月累計では、２７，３６４戸（前年比

▲８．７％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋３．７％）は増加

しているが、持家（同▲２３．４％）、分譲（同

▲９．４％）が減少している。

⑤民間設備投資～３か月連続で減少

１２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

９９，３９９㎡（前年比▲６．１％）と３か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

＋１７１．２％）は前年を上回ったが、非製造業

（同▲１４．２％）が前年を下回った。

４～１２月累計では、１，４３０，０３２㎡（前年比

▲６．３％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋２３．６％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲９．１％）は

前年を下回っている。
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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⑥公共投資～２か月連続で増加

１月の公共工事請負金額は、１２１億円（前

年比＋１８．２％）と２か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲１５．６％）は前

年を下回ったが、市町村（同＋８６．４％）、北

海道（同＋１６．５％）が前年を上回った。

平成２６年度累計（１０か月間）では、請負金

額８，０１１億円（前年比▲４．２％）と前年を下

回って推移している。

⑦来道客数～２か月連続で前年を上回る

１２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９２８千人（前年比＋０．２％）と２か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、JR

（同▲４．４％）、フェリー（同▲３．４％）は前年

を下回ったが、航空機（同＋０．７％）が前年

を上回った。

４～１２月累計では、９，５８８千人と前年を

０．３％下回っている。

⑧外国人入国者数～２３か月連続で増加

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、９８，９２２人（前年比＋４７．５％）と２３か月連

続で増加した。４～１２月累計では、６４２，４３６

人（同＋３２．１％）と前年を上回って推移して

いる。

１２月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ３８．１％増加した。路線別では、ソウ

ル線、香港線などが増加した。
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⑨貿易動向～輸出は４か月連続で増加

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比０．２％

増の４４７億円、輸入が同２２．５％減の１，３５１億円

となった。

輸出は、自動車の部分品や有機化合物、一

般機械などが増加し、４か月連続で前年を上

回った。輸入は、製油所の再編から原油及び

粗油が大幅に減少するなどし、９か月連続で

前年を下回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに低下

１２月の鉱工業生産指数は９５．２（前月比

▲０．３％）と２か月ぶりに低下した。前年比

（原指数）では▲６．４％と９か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、窯業・土石製品

工業、パルプ・紙・紙加工品工業など６業種

が上昇したが、一般機械工業、金属製品工

業、輸送機械工業など１０業種が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９２倍（前年比＋０．１２ポイント）と５９か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比９．５％の増加とな

り、５９か月連続して前年を上回った。業種別

では、卸売業・小売業（前年比＋１３．５％）、

医療・福祉（同＋６．６％）、宿泊業・飲食サー

ビス業（同＋２１．８％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～１１か月連続で上昇

１１月の名目賃金指数は、現金給与総額が

９０．８（前年比＋４．２％）となり、１１か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０３．０（同＋４．７％）と

なり、１１か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも減少

１月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

▲２８．１％）、負債総額が２５億円（同▲２０．４％）

となった。件数、負債総額とも２か月ぶりに

前年を下回った。

業種別では、卸売業、小売業がそれぞれ５

件、サービス・他が４件などとなった。

⑭消費者物価指数～２０か月連続で上昇

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．８（前年比＋２．７％）と、２０か

月連続で前年を上回った。

費目別では、食料（前年比＋３．１％）、光

熱・水道（同＋５．９％）、教養・娯楽（同

＋４．３％）など、１０大費目のすべての費目で

前年を上回った。

道内経済の動き
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２６年業況実績

平成２５年に比べ、売上DI（△１１）は

３４ポイント、利益DI（△１６）は２９ポイ

ントそれぞれ低下した。

２．平成２７年業況見通し

売上DI（△２０）および利益DI（△２５）

は、それぞれ９ポイント低下することが

見込まれる。個人消費関連の一部の業種

は持ち直すものの、建設需要の先行き不

透明感や原油価格・電気料金の動向など

の懸念材料があり、業況見通しは慎重感

が強い。

３．先行きの懸念材料

「原油価格の動向」とした企業（５９％）

が最も多く、以下「電気料金の動向」

（５４％）、「個人消費の動向」（５１％）の順

となった。

特別調査

年間業況見通しに慎重感
平成２７年道内企業の年間業況見通し
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
平成２７年道内企業の年間業況見通し
判断時点
平成２６年１１月下旬～１２月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４７ １００．０％
札幌市 １７４ ３８．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９１ ２０．４
道 南 ４４ ９．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６４ １４．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９７ ４４７ ６４．１％
製 造 業 ２０６ １２４ ６０．２
食 料 品 ７４ ４３ ５８．１
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２２ ６４．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３５ ６０．３
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２４ ６０．０
非 製 造 業 ４９１ ３２３ ６５．８
建 設 業 １２８ ９５ ７４．２
卸 売 業 １０５ ７１ ６７．６
小 売 業 ９２ ５６ ６０．９
運 輸 業 ５０ ３７ ７４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２０ ５７．１
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

〈表１〉平成２７年見通し・業種別の要点

要 点（平成２７年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２５年 ２６年 ２７年
見通し

２５年 ２６年 ２７年
見通し

全産業 製造業・非製造業ともに業況後退見込
み ２３ △１１ △２０ １３ △１６ △２５

製造業 食料品は売上・利益とも回復見込み ２７ △９ △１２ １８ △１１ △１３

食料品 食肉加工、水産加工などが持ち直し １８ △２８ ５ △９ △１４ ７

木材・木製品 住宅着工数減少の影響が続く ７０ ５ △２７ ４５ △１９ △２９

鉄鋼・金属製品・機械 建設関連の需要動向が懸念材料 ２７ △３ △１２ ３２ △６ △１５

非製造業 建設業、卸売業は先行きを警戒 ２２ △１１ △２３ １１ △１７ △３０

建設業 公共工事の減少を懸念 ２３ △５ △２７ １４ △１０ △３２

卸売業 建設資材、機械関連は慎重な見通し １０ ３ △３３ ７ △２１ △４２

小売業 自動車販売は反動減が一巡 １３ △２９ △５ △７ △３３ △２２

運輸業 旅客運送、貨物輸送とも業況後退 ３１ △８ △２２ ３ ０ △２０

ホテル・旅館業 地方のホテルは苦戦続く ３０ △３０ △２５ ４２ △２６ △２６

調 査 要 項
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食料品製造業 建設業 
売上DI 利益DI

卸売業 

小売業 

木材・木製品製造業 

運輸業 

鉄鋼・金属製品・機械 

ホテル・旅館業 

＜図1ｰ2＞道内企業の年間業況の推移（業種別） 
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＜図9＞道内景気判断 

＜図8＞設備投資 
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７４％） ±０ ７業種で１位。建設業（８７％）、ホテル・旅館業（８０％）で特に高率

�顧客ニーズの的確な把握
（６２％） ＋１ 小売業（７６％）、木材・木製品（５９％）で１位

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２９％） △６ 食料品製造業（４１％）で１７ポイント上昇

�営業方法の見直し（２８％） △５ 製造業（２９％）、非製造業（２８％）ともに低下

�価格体系の見直し（２８％） ＋１ 食料品製造業（４８％）、運輸業（４１％）で比較的高率

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�原油価格の動向（５９％） ＋６ 運輸業（１００％）は全社が選択し、警戒感が非常に強い

�電気料金の動向（５４％）※ － ホテル・旅館業（９０％）、食料品製造業（８３％）など４業種で１位

�個人消費の動向（５１％） ＋１ 食料品製造業（８３％）、小売業（８２％）で高率が続く

�消費税引き上げの影響
（４８％） △２３ 前年より大幅に低下。ホテル・旅館業（７０％）、小売業（６８％）など

では影響残る

�公共投資の動向（４７％） ＋２ 建設業（８２％）で１位。鉄鋼・金属・機械（７０％）もウェイト高い

※は前年調査項目なし
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
①
７４
（７４）

①
６４
（６５）

③
５２
（６５）

②
５５
（６０）

①
７７
（７７）

①
７５
（５０）

①
７７
（７７）

①
８７
（８９）

①
６９
（６８）

②
７３
（７０）

①
７０
（６９）

①
８０
（７０）

①
８０
（８１）

�顧客ニーズの的確な把
握

②
６２
（６１）

②
５５
（５７）

②
５５
（６８）

①
５９
（５０）

②
６６
（５３）

③
３８
（５０）

②
６５
（６３）

②
５６
（４９）

②
６６
（６８）

①
７６
（７４）

②
５７
（６３）

②
７０
（７０）

②
７３
（６８）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
２９
（３５）

３２
（３０）

４１
（２４）

３２
（４０）

１７
（２４）

③
３８
（４０）

③
２８
（３７）

１６
（２２）

③
３４
（５０）

③
３６
（５０）

３０
（２０）

２５
（４５）

③
３４
（４２）

�営業方法の見直し ２８
（３３）

２９
（３１）

３３
（２４）

２７
（３０）

③
２３
（３５）

２９
（３５）

③
２８
（３３）

③
３３
（３９）

３２
（５２）

２６
（２６）

１４
（３１）

１５
（２５）

３２
（１７）

�価格体系の見直し ２８
（２７）

３７
（２６）

４８
（３８）

３２
（１５）

２０
（１８）

②
４６
（３０）

２４
（２８）

２２
（２６）

１８
（２５）

２６
（２４）

③
４１
（４３）

４０
（４５）

１４
（２０）

�新商品（サービス）の
開発 ２６

（２３）

③
４４
（３７）

①
６７
（６８）

③
４６
（２０）

③
２３
（２４）

３３
（２５）

２０
（１９）

６
（９）

３２
（３２）

２６
（１９）

８
（３）

２０
（４０）

３０
（２４）

�IT（ホームページ）の
活用 １４

（１２）
１５
（７）

１９
（６）

１４
（１０）

６
（３）

２５
（１０）

１３
（１４）

１０
（８）

１１
（１２）

１５
（１７）

５
（１１）

③
４５
（５０）

１４
（１２）

	他社との業務提携 １２
（１２）

１３
（１４）

１０
（６）

１４
（５）

１１
（２１）

２１
（２５）

１１
（１１）

１６
（１４）

１３
（１０）

７
（２）

１４
（１７）

５
（５）

５
（１５）


新たな事業への参入 １０
（９）

１０
（９）

５
（６）

１８
（１５）

１１
（９）

８
（１０）

１０
（９）

９
（９）

１１
（１３）

１１
（６）

５
（６）

５
（－）

１６
（１２）

�その他 １
（２）

１
（１）

－
（－）

－
（－）

３
（３）

－
（－）

２
（２）

１
（２）

－
（－）

２
（２）

３
（３）

５
（－）

２
（５）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原油価格の動向
①
５９
（５３）

②
５７
（５８）

③
５７
（６５）

３２
（５０）

５５
（４４）

①
８３
（８０）

①
５９
（５１）

②
５５
（４４）

４５
（４８）

③
５２
（５１）

①
１００
（８９）

②
７５
（５５）

①
５９
（４３）

�電気料金の動向※
②
５４

①
７３

①
８３

③
４６

①
７６

②
７５ ４７ ３９

③
５２ ４５ ２７

①
９０

①
５９

�個人消費の動向
③
５１
（５０）

③
５４
（５３）

①
８３
（９４）

③
４６
（４０）

２７
（２１）

③
４６
（５０）

②
５１
（４９）

３３
（２７）

②
５４
（６０）

①
８２
（８７）

②
４３
（３３）

③
７０
（７０）

３９
（３８）

�消費税引き上げの影
響 ４８

（７１）
４１
（６９）

４８
（７９）

４１
（９０）

３３
（５０）

４２
（６０）

５０
（７１）

３６
（６７）

①
５６
（７８）

②
６８
（８３）

③
４１
（５０）

③
７０
（９５）

４６
（６４）

�公共投資の動向 ４７
（４５）

３８
（４４）

１０
（９）

３６
（６５）

②
７０
（６８）

③
４６
（４５）

②
５１
（４５）

①
８２
（７７）

５１
（４３）

２５
（２１）

３２
（３１）

５
（５）

③
５２
（４０）

�物価の動向 ４４
（４２）

４１
（４０）

③
５７
（５９）

３６
（３５）

２４
（２７）

３８
（３５）

４６
（４３）

③
５３
（４６）

４９
（４５）

４１
（３８）

３２
（２８）

６０
（５５）

３６
（４８）

�為替の動向 ３０
（２３）

４８
（３８）

③
５７
（４７）

②
６４
（６０）

３３
（２７）

３８
（２０）

２３
（１８）

１２
（８）

３７
（３７）

３８
（１９）

２４
（２５）

１５
（２５）

１１
（７）

	雇用の動向 ２９
（１９）

２２
（１９）

３６
（１８）

１４
（２０）

１２
（２４）

２１
（１０）

３２
（２０）

２９
（２４）

２４
（８）

３４
（１５）

３０
（２５）

４５
（１５）

４３
（２８）


民間設備投資の動向 ２８
（３２）

３０
（３１）

７
（－）

１８
（３５）

③
５８
（６２）

４２
（２５）

２７
（３２）

５２
（５８）

３１
（３８）

９
（１１）

１４
（３６）

５
（５）

１４
（１０）

�政局の動向 ２５
（１０）

２２
（８）

１９
（－）

１８
（１５）

１８
（１５）

３３
（５）

２６
（１１）

３４
（２３）

２７
（７）

２３
（６）

１１
（３）

１５
（５）

２７
（７）

�住宅着工の動向 ２３
（２４）

２３
（２３）

２
（－）

①
６８
（８０）

１８
（１８）

２５
（１５）

２３
（２４）

３６
（３４）

３１
（３７）

１４
（１５）

１４
（１９）

－
（－）

１４
（１６）

社会保障費の増加 ２０
（２０）

１４
（２０）

１７
（２４）

９
（２５）

１２
（１８）

１７
（１５）

２２
（２０）

２６
（２６）

２０
（１５）

２１
（１７）

１９
（２５）

２０
（１０）

２５
（２１）

�金融機関の融資姿勢 １８
（１６）

２２
（２１）

１９
（１５）

２７
（２０）

３０
（２４）

１３
（３０）

１７
（１４）

２４
（２３）

１４
（１２）

５
（８）

１９
（１４）

３０
（１５）

１４
（１０）

�金利の動向 １６
（１７）

１８
（１１）

２４
（１５）

１８
（５）

１５
（９）

１３
（１５）

１６
（１９）

１４
（２２）

１４
（２２）

１６
（１５）

２２
（１９）

１５
（１５）

１６
（１６）

�税制改正の動向 １６
（１７）

１１
（１４）

１２
（１５）

９
（１０）

１５
（１８）

４
（１０）

１７
（１９）

１３
（２５）

２１
（１２）

２５
（２１）

１４
（１４）

－
（－）

２３
（２２）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 １５

（２１）
１９
（３１）

２１
（４４）

５
（３０）

２４
（１８）

２１
（３０）

１３
（１７）

１１
（１４）

２０
（２７）

１６
（１９）

１６
（１７）

５
（１０）

５
（１４）

�国と地方の財政改革
の動向 １４

（１１）
１０
（１２）

７
（１２）

９
（－）

１５
（１８）

８
（１５）

１５
（１１）

３０
（２２）

６
（３）

７
（２）

５
（６）

５
（－）

２１
（１７）

�中国経済の動向 ８
（９）

１３
（１３）

１０
（１２）

１４
（２５）

２１
（１２）

８
（５）

７
（８）

７
（４）

９
（１２）

４
（１５）

３
（３）

１０
（５）

９
（７）

�規制緩和の動向 ８
（８）

８
（７）

５
（１２）

１４
（５）

１２
（６）

４
（５）

７
（８）

９
（９）

４
（８）

１１
（８）

１６
（１１）

－
（－）

－
（９）

�欧米経済の動向 ５
（５）

８
（５）

５
（６）

９
（１０）

１２
（３）

８
（－）

４
（５）

５
（４）

９
（７）

５
（９）

－
（６）

－
（５）

－
（－）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年調査項目なし
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今回の調査では、道内企業の年間業況は後退する見通しとなりました。特に、建設業や卸

売業では慎重な見方の企業が多く、公共工事予算の動向や人手不足、建設費高騰による工事

遅れへの懸念があることが背景にあるようです。原油価格の動向や電気料金の引き上げに対

する警戒感も強い中、企業は、生産性の向上や個性ある商品づくりによる他社との差別化を

図ることで、収益確保に取り組んでいます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．年間業況見通しと重視項目

＜水産加工業＞ 消費税率１０％への引き上げ

は先送りになったが、為替の影響や電気料金

の値上げ等による経費増加、さらに高齢化お

よび労働人口の減少により道内景気は悪化す

ると思われる。

＜酒類製造業＞ 個人消費の持ち直しの動き

は弱く、売上拡大は見込めない状況にある。

現状の売上高を最低限確保し、その中で収益

を最大化していくため、収益マインドの向上

を重点に行動する。

＜製材業＞ 円安による原料高や、需要の低

迷により厳しい状況が予想されるため、他社

との協力態勢の構築や新商品の開発も必要と

なってくるだろう。

＜金属製品製造業＞ 公共工事は来年度もそ

れなりの予算がつくと思われるが、増収を維

持するには自社で施工可能な工種を増やす必

要がある。また、施工能力も向上させ効率を

上げなければ収益につながらない。

＜鉄鋼業＞ 人手不足によって公共工事、民

間工事が遅れ、景気が停滞することが予想さ

れる。

＜印刷業＞ 非常に厳しくなると考えてい

る。電気料金が２０％上昇すると、当社では

１５００万円を超える負担増となる。加えて円安

で主要材料である用紙価格が値上げされた場

合、対応に窮する。

＜建設業＞ ２７年度は公共工事が減少するこ

とが見込まれ、民間建築事業を受注していか

ねばならないが、競争が激しく利益率が薄

い。輸出企業が少ない道内においては円安の

メリットを享受できず、逆に輸入物価の上昇

から景気回復の実感に乏しい。

＜建設業＞ 人件費や資材価格の値上がりに

伴い建築単価が上昇して新規投資に慎重姿勢

が見られるため、受注は落ち込むと予想して

いる。今後は生産性の向上が重要となろう。

＜建設業＞ 民間工事主体の建築部門はアベ

ノミクスの恩恵が乏しい。当社の営業エリア

では景気低迷による需要不足が見込まれ、受

注量の確保、採算面ともに厳しさが続くもの

と思われる。

経営のポイント

他社との差別化による収益確保に重点
〈企業の生の声〉

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号
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＜建設業＞ 社員の高齢化に伴い、若手人材

の育成が我々中小企業の悩みであり、事業を

次世代に引き継ぐためのカギでもある。今後

５年くらいを目処に新体制を築き、組織力を

高めて企業継続に努めたい。

＜鋼材卸売業＞ ２７年度は土木工事関連の落

ち込みが想定されている。建築需要も職人の

少なさから量は望めず、決して業況の見通し

は良いとは言えない。

＜作業用品卸売業＞ 道内景気動向について

は中小・零細企業が大半を占める中、製品や

原材料等輸入品への依存度が高く円安の影響

が大きい。重点施策としては、従来の主力業

種に拘泥しすぎず、伸びている業種・伸びる

業種への新規開拓を強化する。

＜食料品卸売業＞ 同業他社との競合や取引

先との交渉難航から、仕入原価の上昇分を価

格に転嫁できず厳しい状況が続く。一方で、

円安による海外からの観光客の増加は明るい

兆しである。

＜眼鏡店＞ 売上はやや減少傾向で今後も同

様と予想しており、同業他社との差別化な

ど、できることを積極的に行う。また、宣伝

方法や仕入条件などを見直して粗利益率の向

上を図っていく。

＜自動車販売店＞ ２７年度はエコカー減税対

象車などの積極販売に重点を置く予定だった

が、消費税増税の先送りや税制変更など不透

明な点が多々あり先行きが読めない。新型車

の販売戦略を確実に実施して、前年並みの販

売台数を確保したい。

＜運輸業＞ 景気減速と合わせる形で貨物量

も前年に比べ減少している。ただし、鋼材な

ど建築資材についてはそれなりのボリューム

があり、道内景気はある程度の底堅さが感じ

られる。

＜運輸業＞ コンプライアンス遵守と顧客対

応を両立させることができなければ、運輸業

としての先が難しいものとなる。

＜観光ホテル＞ 客室の稼働率が高いため、

売上増加のためには単価の問題を解決しなけ

ればならない。お客様のニーズを捉え、個性

ある商品づくりで他館と差別化できるかが課

題。

＜建設コンサルタント＞ 公共投資は財政基

盤が苦しい中でも相応に持続するものと思わ

れ、当社の受注環境も大きな変化は無いもの

と判断している。円安による海外旅行者の来

道数増加も期待され、道内経済にとってのプ

ラス面が出てくると思われる。

＜倉庫業＞ 大手企業では景気の好転を感じ

ているかもしれないが、中小企業にとって景

気はまだまだ停滞しており、回復を実感する

のは先になりそう。

２．業況の懸念材料など

＜水産加工業＞ 電気料金や物価の上昇によ

りコストが増加する。利益を維持するため、

今後は取引先に販売単価の見直しを要請する

必要もある。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号
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＜乳製品製造業＞ 当社の製造原価における

動力費はかなりの比率を占めており、電気料

金の値上げによって粗利益は数千万円落ち込

むと見られ、大きな痛手となる。

＜合板製造業＞ 新たに開発した商品は多く

が木造住宅での使用を見込んでおり、住宅着

工数によって売上が変化する。

＜金属製品製造業＞ 工事部門の実績は、公

共事業の増減に影響を受ける。また、為替動

向次第では燃料費など事業経費が左右される

ほか、電気料金も値上げが決まっており製造

原価の上昇が予想される。

＜建設業＞ 官庁工事主体のため、公共工事

の増減は最も注視すべき事項。原油価格が安

い方向へ向かっていることは、これから需要

が多くなる時期でせめてもの救いか。

＜建設業＞ 人手不足が続いているが、工事

件数に落ち着きも見られ徐々に解消される可

能性もある。社内では従業員の若返り等の必

要があるので、採用を継続していく。

＜管工事業＞ 個人住宅の暖房設備が主要商

品のため、住宅着工件数が伸び悩むと当社商

品の取扱量も減少してしまう。

＜建材卸売業＞ 建設費高騰による計画の中

止・見直しが今年度は増えるだろう。業界の

過当競争体質に変化が無く厳しい受注金額を

余儀なくされるほか、このような業界体質の

ため、若い人が増えずに人手不足が続く。

＜建材卸売業＞ ガソリン代や電気料金の上

昇により、仕入材料の値上がりや配送費の上

昇が考えられる。それを販売価格に転嫁でき

るように営業していかなければならない。

＜酒類卸売業＞ 消費税率引き上げ後の消費

動向が芳しくない。さらに原油価格の動向や

電気料金の値上げにより、一層財布の紐が固

くなることが懸念される。

＜惣菜店＞ 原材料の６割は輸入物になって

おり、円安による原材料値上がりの影響がさ

らに大きくなると考えている。今後も輸入原

料の数量が確保されるかどうか不安な面もあ

る。

＜運輸業＞ 原油価格は直接原価に反映され

るだけに、高騰するのか、下落するのかとい

うことは今後の経営に大きく影響する。ま

た、設備投資の規模を決める上では金利動向

も重要。

＜バス会社＞ 為替動向については、原油価

格が下がっても円安が進行すれば燃料単価が

さほど下がらないという懸念がある。財政改

革の動向によっては、バス路線維持に係る補

助金の削減もありうる。

＜観光ホテル＞ 不要不急の商売なので個人

の所得が増えないと商売につながらない。物

価や国内景気の動向に大きく左右される。

＜建設機械器具リース＞ 業況は建設工事の

需要に影響されるところが大きく、民間設備

投資や公共投資の動向を常に注視している。

景気低迷による売上減少が懸念される。

経営のポイント

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

昨年１月に開設したバンコク駐在員事務所が一周年を迎えたことを記念して、平成２７年２月６日�～
８日�の３日間、バンコクにおいて、道内各自治体や信用金庫および関係機関と連携し、オール北海道
体制により、「北海道食品商談会」、「食と観光セミナー」、「食と観光PR」を実施しました。

併せて、当事務所の運営にご協力いただいた方々をお招きして、「駐在員事務所開設一周年記念レセ

プション」を開催しました。

一連の行事については、タイの多くの企業や市民にも参加をいただき、現地のニュースでも「官民一

体フェアで『北海道ブランド』の売り込み」等、大きく報道されました。

バンコク駐在員事務所は、北海道を始めとする関係諸団体のご支援の下、バンコクを拠点とした

「オール北海道のASEANビジネスセンター」の役割を担っています。開設以来、これまでの１年間で約

１４０名の道内関係者の方々にご利用いただくとともに、現地企業とのビジネスマッチングを多数行ない

ました。

この間、道産食品の輸出支援のため、タイのバイヤーを日本に招聘し、３回の食品商談会を開催する

など、道内企業とタイの企業との商談を設定し、多くの成約につながりました。

観光につきましても、タイの旅行会社や雑誌社を北海道に招致したVJ（ビジット・ジャパン）事業

「北海道スイーツロード」を一昨年、昨年と実施しています。道内各地の食や自然体験など、北海道の

魅力を実際に味わっていただき、タイでの旅行商品化、記事掲載による北海道の観光PRに努めていま

す。

更に、タイに進出する道内企業に対しては、提携行であるバンコック銀行と協働して、現地通貨建て

の融資を行うなど、金融サービスも提供しています。

北洋銀行は、今後も北海道のリーディングバンクとして、行政、経済関連団体、企業、金融機関など

と協力しながら、北海道とタイ双方の皆さまに質の高い情報とサービスを提供することにより、タイで

の販路拡大や進出を目指す北海道企業の皆さまを強力にサポートしてまいります。

【バンコク駐在員事務所の概要】

・名称 株式会社北洋銀行 バンコク駐在員事務所

（英語名 North Pacific Bank, Ltd. Bangkok Representative Office）

・所在地 タイ王国バンコク市バンラック区シーロム地区ノース・サトーン通９８

サトーン・スクエアオフィスタワー２００３号室

アジアニュース

バンコク駐在員事務所開設
一周年記念行事の開催について
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アジアニュース

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

商談会開会式の様子 商談の様子

① 北海道食品商談会 in バンコク

１．日時 平成２７年２月６日� １２時５０分～１７時００分

２．場所 ノボテル・バンコク・プルンチット・スクンビット

３．主催 北海道産業雇用創造協議会（構成員：北海道、北洋銀行）

４．後援 北海道財務局、札幌信用金庫、苫小牧信用金庫、帯広信用金庫

５．協力 北海道・「海外展開促進地域人材育成事業委託業務」受託コンソーシアム

（北海道貿易物産振興会、札幌商工会議所、北海道国際ビジネスセンター、さっぽろ

産業振興財団、札幌物産協会 ほか）、ジェトロ北海道、アジアにおける札幌の物産

と観光フェア実行委員会

６．出展企業 １９社（菓子５社、加工品６社、水産・水産加工品４社、飲料２社、畜産２社）

７．タイの参加バイヤー Daisho、Kobe-ya、Jalux、MRT Foods等（６６社９９名）

８．同時開催 上記協力団体が主催し、同会場にて食品商談会を実施（出展企業１４社）

９．タイの参加バイヤー、出展企業のコメント

・北海道は水産物やスイーツが有名なので、今回の商談会ではこれらのアイテムを持っている企業

と商談でき、満足している。価格等の条件次第だが、ぜひとも北海道の企業と取引したいと思っ

ている。（バイヤー）

・北海道の中でもいろいろな商品があることを知った。多くのサプライヤーが出展していて、非常

に参考になる商談会だった。（バイヤー）

・北海道産の酒やワインに非常に興味があり、物流ルートがしっかりと固まったらお店（飲食店）

での導入を検討したい。（バイヤー）

・レストランや小売業からは「どこで仕入れることができるのか」という質問もあり、早急に物流

ルートを開拓、確定させることが次のビジネスにつながる要件だと感じた。（出展企業）

・今回商談した商品が予想以上にバイヤーから評価され、海外（輸出）事業を本格的に始動させた

い。現地の人の嗜好を知ることができて、大変有意義な商談会であった。（出展企業）
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アジアニュース

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

㈱阿寒グランドホテル大西取締役による
プレゼンテーション

セミナー会場の様子

② 北海道 食と観光セミナー in バンコク

１．日時 平成２７年２月６日� １６時３０分～１７時５０分

２．場所 オークラ・プレステージ・バンコク ドローイングルームⅠ（２F）

３．主催 北海道産業雇用創造協議会（構成員：北海道、北洋銀行）

４．協力 北海道観光振興機構、札幌市、㈱JTB北海道、㈱阿寒グランドホテル、日本清酒㈱、北

海道ワイン㈱、札幌観光協会

５．参加者 タイの旅行代理店、旅行メディア（２６名）、タイの富裕層（１２名）

６．内容

� 開会の挨拶 ㈱北洋銀行 取締役頭取 石井 純二

� 北海道観光について 北海道観光振興機構 事業部担当部長 鈴木 健太氏

� 雪まつりと札幌観光 札幌市 経済局 局長 荒井 功氏

� ひがし北海道の魅力 ㈱JTB北海道 観光開発プロデューサー 岩井 貴之氏

� 北海道のおもてなし ㈱阿寒グランドホテル 取締役 大西 希氏

� 食品観光施設紹介 日本清酒㈱ 代表取締役社長 堀 秀幸氏

北海道ワイン㈱ 代表取締役社長 嶌村 公宏氏

７．セミナーのポイント

・タイの旅行代理店のみならず、北海道への関心が特に強い富裕層の方々も参加。

・札幌市荒井経済局長から「第６６回さっぽろ雪まつり」の撮れたて映像を使ってPR。

・日本清酒㈱堀社長、北海道ワイン㈱嶌村社長から、人気の酒類の観光施設をPR。

・㈱阿寒グランドホテル大西取締役が和服姿で、鶴雅における「おもてなし」サービスをPR。
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アジアニュース

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

道内関係者による記念撮影 食と観光を熱心に売り込む石井頭取

③ 北海道 食と観光PR in バンコク

１．日時 平成２７年２月７日�、８日� １０時～２０時

２．場所 セントラル・チットロム店１F

３．主催 北海道産業雇用創造協議会（構成員：北海道、北洋銀行）

４．協力 北海道観光振興機構、札幌信用金庫、苫小牧信用金庫、帯広信用金庫、連携自治体※

※札幌市、函館市、帯広市、小樽市、江別市、深川市、ニセコ町、倶知安町

５．同時開催イベント

北海道貿易物産振興会などによる販売研修事業（BtoC）と同時開催

６．PRの内容

・食品販売フロアに特設ブースを設置し、連携自治体や北海道観光振興機構等のポスターを掲示す

るとともに、パンフレットやノベルティ商品を配布。

・雪まつりの撮れたて映像の放映や、北海道貿易物産振興会などによる道産食材の販売を通じ、多

くのバンコクのお客さまが北海道ムードを楽しみ、大盛況。

・山谷副知事、札幌市荒井経済局長、信用金庫理事の皆さまと共に、石井頭取はじめ当行スタッフ

が、法被姿で来店客に観光パンフレットやノベルティ商品を配布。

・北海道はバンコク市民に人気が高く、また、休日にバンコク中心部の老舗店で開催したこともあ

り、観光パンフレットを追加するほど大好評。

・北海道観光振興機構（４名）、北海道庁（４名）、北洋銀行（３名）のチームワークで、２日間北

海道の魅力を発信。
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アジアニュース

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

タイのご来賓と歓談する石井頭取 会場内の様子

④ バンコク駐在員事務所開設一周年記念レセプション

１．日時 平成２７年２月６日� １８時３０分～２０時００分

２．場所 オークラ・プレステージ・バンコク グランドボールルーム（３F）

３．主要出席者

�北海道側
北海道、札幌市、北海道貿易物産振興会、北海道中小企業総合支援センター、幌加内町、札幌信用

金庫、苫小牧信用金庫、帯広信用金庫

�タイ側
タイ中央銀行、バンコック銀行

�在タイ日本関係者
日本大使館、ジェトロ

�出席者数 約３２０名

４．レセプション

・石井頭取より、バンコク駐在員事務所の設置・運営への協力に対する謝辞。

・齊藤臨時代理大使、タイ中央銀行ロナドルアシスタントガバナーから、北海道及び当行への期待な

どのご挨拶。

・滝沢北海道貿易物産振興会長のご発声により乾杯し、祝宴。

・出席者の皆様に、道産メニュー（寿司、毛ガニ、ホッキ、札幌ラーメン、豚丼、千歳鶴、北海道ワ

イン）を味わっていただくと共に、「さっぽろ雪まつり」のライブ映像など北海道の魅力を堪能い

ただいた。

・山谷副知事より、北海道とタイとの連携強化への期待を込めたご挨拶により、閉会。

・出席者には記念品として雪まつりグッズや道産お菓子などをお渡し。
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アジアニュース

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４８２ ７５～２３０ ２８８ ２４４ １４２～１９２

牛乳 １リットル 現地産 ２５５～４１４
３５

（２４３ml）
１４４

２７９
（８３０ml）

８９～１９７

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１４～２４５ ５６～１１１ ２１６
１１３

（アメリカ産）
６０

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １３９ ２６０
３１７

（１個）
９６

（１個）
１４５
中国産

小麦粉 １kg １７４ １８７ １６６ ２１８ ９２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０９ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０４ １７３ ２８８ １７０

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８８ １２２ ２７０ １３９ ３０９

ミネラルウォーター ５５０ml ３４ ３４ ２５ １３９ ２７～６５

コーラ ３３０ml コカコーラ ３９ ４５ ５０ １０４ ６８

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３２１ ３２１ ７２２ ４１１ －

タクシー初乗り ２６４ １８９ １３３ ３１４ ２９２～３４４

ガソリン １リットル レギュラー １４１ １０４ １１５ ２３６ ６６

トイレットペーパー １０巻 日本製
２４８

（現地製４巻）
５２０

５０５
（現地製）

５６８
２４５

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１２２

（現地製）
８９

（現地製）
３４２ ２７７ １０３

洗濯洗剤 １kg 日本製
２５６

（現地製）
２３６

（現地製）
４３３ ２３９ ３６１

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １８９ ２８３ ２８８ ３４９ ３４４

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５４ ２３ ６

水道料金 １� 住居用 ３６ ５８ ３６ １０２ ５５

新聞 １部 一般紙 １８ １８ １８ ７８ ４８

バス 市内均一区間 ３７ １８～３７ ２８ ８７～１８３ ２９

地下鉄 初乗り ５６ － ７９ ９６～２０９ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８８，６５０ ８２，９７７ ８５，３７６ ８６，４２０ ５１，５８２

基本料金／月 ８６９ １，０９６ ２，８８８ ４，７４１ ２，５８０

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０４０～２，６４７１，１３４～１，５１２７２２～１，６２４ １，００５ ３４４～７７４

現地価格調査（２０１５年２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年１２月３０日仲値
１中国元＝１８．９１円 １タイバーツ＝３．６１円 １シンガポールドル＝８７．４７円 １ロシアルーブル＝１．７２円
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― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

株式会社三浦建業 様 札幌市 三浦 幹生氏 １千４百万円
平成２６年１２月３０日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ７年
昭和４８年設立の建設業者。札幌市内近郊を中心に戸建住宅新築・増改築・リフォーム工事等を主業とし
ている。専門のファイナンシャルプランナーが資金面も合わせてご要望にお応えし、熟練の大工職人が
責任を持って直接施工している。平成２６年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

２

株式会社アウル 様 札幌市 谷 隆志氏 ２千万円
平成２７年１月１５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年
平成１３年設立。札幌の需要の高い地域に限定し、賃貸マンションの企画・設計・販売を手掛ける。オリ
ジナルブランドのブランノワールシリーズは入居率９５％を超えており、土地の仕入れから施工までの徹
底的なコストパフォーマンス・快適さとデザイン性のバランスの追及により高い入居率を実現している。

３

札幌三条青果株式会社 様 札幌市 青山 伸樹氏 １千万円
平成２７年１月２０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和６０年創業の青果物卸売業者。全国の市場から新鮮で旬の青果物を仕入れ、消費者へお届けする一翼
を担ってきた。特に青果物の加工を強みとし、主に病院や各種飲食店など数多くのお客様に納品してい
る。平成２７年に「さっぽろエコメンバー」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

４

竹内建設株式会社 様 札幌市 竹内 俊朗氏 ２千万円
平成２７年１月２３日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年
昭和５３年創業。札幌市内・近郊を中心に、戸建住宅新築・リフォーム・大型木造建築が主業。「心地よ
さ」と「アンティーク」を組み合わせた新築部門の主力商品「ココ・ティーク」を中心に、「新築２
世」（大型リノベーション）や「ジューク」（企画住宅）といった自社ブランドを有する。

５

株式会社リプロワーク 様 石狩市 武田 篤氏 ５千万円
平成２７年１月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ４年
昭和４９年設立の産業廃棄物処理業者。道内全域にて医療機関の廃棄物処理を中心に、IT関連・印刷・ク
リーニング等の廃液処理や、非鉄金属・プラスチック等のリサイクルを行っている。平成１２年に「ISO
１４００１」、平成２１年に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録。

６

近藤林業株式会社 様 釧路市 長田 武興氏 ２千万円
平成２７年１月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和２７年創業の造園・土木工事および造材・造林事業者。釧路管内を中心に公園・国道の造園工事や造
林を行い、官公庁及び民間から多くの受注実績を有する。また釧路空港等に高さ６mのクリスマスツ
リーを寄贈するなど、地域社会に積極的に貢献。平成２７年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

７

株式会社ゴウダ 様 登別市 鈴木 雅善氏 ４千万円
平成２７年１月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和４８年設立の建設業者。冷暖房・空調・給排水工事及び大型機械器具の設置取付工事を主業としてい
る。登別本社のほか、虻田支店・札幌支店を持ち、真狩・ニセコ地区においても事業を展開。平成２４年
に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に認証・登録された。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

私募債発行企業
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９
２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２

４～６月 ９７．０ △４．８ ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ １０２．５ △０．２ １１０．６ ４．６
７～９月 ９７．８ ０．８ ９６．７ △１．９ ９５．７ １．８ ９５．９ △０．８ １０３．５ １．０ １１１．８ １．１
１０～１２月 p９５．４ △２．５ ９８．３ １．７ p９６．３ ０．６ ９８．０ ２．２ p１０５．３ １．７ １１１．７ △０．１

２５年 １２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２
２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４

２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 ９６．２ △２．５ ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ １０２．５ △１．１ １１０．６ ２．０
７月 ９８．４ ２．３ ９７．０ ０．４ ９５．９ ２．８ ９５．９ ０．７ １０２．６ ０．１ １１１．６ ０．９
８月 ９６．４ △２．０ ９５．２ △１．９ ９３．５ △２．５ ９３．９ △２．１ １０４．７ ２．０ １１２．６ ０．９
９月 ９８．６ ２．３ ９８．０ ２．９ ９７．６ ４．４ ９８．０ ４．４ １０３．５ △１．１ １１１．８ △０．７
１０月 ９５．４ △３．２ ９８．４ ０．４ ９７．６ ０．０ ９８．６ ０．６ １０２．３ △１．２ １１１．３ △０．４
１１月 r ９５．５ ０．１ ９７．９ △０．５ r ９６．３ △１．３ ９７．２ △１．４ r１０３．８ １．５ １１２．５ １．１
１２月 p９５．２ △０．３ ９８．７ ０．８ p９５．１ △１．２ ９８．２ １．０ p１０５．３ １．４ １１１．７ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０
２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０

４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５１ １．５ ４９，２０９ △１．１ １５，６２９ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２２ １．９
１０～１２月 p２６５，１０４ ０．９ ５４，９０９ １．２ p ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ p２０４，９０９ １．６ ３５，６０６ １．６

２５年 １２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７
２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２

２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１７ △１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７４ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００５ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１６９ ０．７
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６３ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３８ １．８ ６５，１１８ ３．０ １１，５２６ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 r ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ r ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 p１０４，４４１△０．７ ２１，５５８ ０．７ p ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ p ８０，１２０ △０．１ １３，７２０ １．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２４／本文　※柱に注意！／０２５～０２８　主要経済指標  2015.02.18 19.21.52  Page 25 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１
２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８

４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ １１４．５６ １７，４５１

２５年 １２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１
２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５

２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ １０２．９６ １５，４２５
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ １０７．０９ １６，１７４
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ １０８．０６ １６，４１４
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １１６．２２ １７，４６０
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ １１９．４０ １７，４５１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３
２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９

４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２５年 １２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５
２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６

２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３
２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４

４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ２２，４１９ △２．６

２５年 １２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７
２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６

２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ８，８３４ １１．４

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２６８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０
２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５

４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０
７～９月 ３，７９２ △０．８ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．６ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６
１０～１２月 ２，９６６ ０．７ ０．９１ １．０５ ４．４ ３．３ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６

２５年 １２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ４．４ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７
２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４

２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ ↑ ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９
８月 １，３９６ △１．９ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．５ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２
９月 １，２１６ △０．１ ０．８８ １．００ ↓ ３．５ ２１ △４．５ ８２７ ０．８
１０月 １，１１１ △０．１ ０．９０ １．０２ ↑ ３．５ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５
１１月 ９２７ ２．２ ０．９１ １．０４ ４．４ ３．３ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６
１２月 ９２８ ０．２ ０．９２ １．０９ ↓ ３．２ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年３月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１
２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６

４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ ３０１，６４６ △３０．６ ２０１，６９６ ２．７
７～９月 １１５，７０７ ２．５ １８２，８０８ ３．２ ３２３，１３６ △２７．２ ２１１，６２５ ２．４
１０～１２月 p１２７，７３２ ４．９ １９７，７０４ ９．２ p３７４，５８９ △２６．４ p２２０，７１４ １．２

２５年 １２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８
２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１

２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ ９３，７９３ △１８．５ ６７，６９０ ８．５
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９２０ ３．９ １０３，５７０ △２１．９ ７１，５６９ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０６３ △１．３ １０５，５６８ △３６．４ ６６，５９０ △１．４
９月 ４３，１４０ ８．４ ６３，８２５ ６．９ １１３，９９８ △２１．４ ７３，４６６ ６．３
１０月 ４２，６８９ ５．９ ６６，８８７ ９．６ １１４，０３９ △３３．２ ７４，２９４ ３．１
１１月 r ４０，３３１ ９．４ ６１，８８５ ４．９ r １２５，４５２ △２３．４ r ７０，８３７ △１．６
１２月 p ４４，７１２ ０．２ ６８，９３１ １２．８ p１３５，０９８ △２２．５ p ７５，５８３ １．９

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８
２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０～１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２

２５年 １２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８
２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８

２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１
１２月 １４７，７６０ ２．４ ６，５８３，２６４ ３．１ ９４，９４８ １．９ ４，４７０，４０９ ３．２
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●道内経済の動き 
●平成27年道内企業の年間業況見通し 
●バンコク駐在員事務所開設一周年記念行事の開催について 
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